
実質的地方交付税

（うち臨時財政対策債 299億円）

県税等

国庫支出金

県債の借入

その他

 2,541億円 35%

1,609億円 22%

1,120億円 16%

684億円 10%

1,199億円 17%

福祉・環境

その他

県債の返済

産業振興

土木・建設工事
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人・産業・地域が輝くたくましい長崎県づくり

45

県では毎年、予算や決算の状況を公表し、皆さんが納めた税金や国から
配分されたお金がどのように使われているかをお知らせしています。
今回は、県の財政状況や行財政改革の取組などをご紹介します。

　「長崎県総合計画 チャレンジ2020」に掲げる5つの将来像を実現するため、
さまざまな事業に取り組んでいます。

　厳しい財政状況が続く中でも、本県の活性化のため
には、未来への投資が必要です。そのために、さまざま
な行財政改革を行い、財政の健全化に努めています。

臨時財政対策債

臨時財政対策債を除く県債

実質的な借金残高は減少しています

平成28年度決算（一般会計）

　県債残高は1兆円を超えているものの、国
がのちに地方交付税で全額返済してくれる
臨時財政対策債を除くと、14年連続で減少
しています。

収入の不足による貯金の取崩しが続いています

財政の健全化に向けて ～行財政改革の取組～

　医療や福祉にかかる支出が増える
一方、県税などの収入の伸びがそれ
に追いつかないという厳しい財政状
況が続いているため、足りない分は
積み立ててきた貯金である基金の取
崩しで賄っています。基金の残高は、
ピーク時の半分以下になっています。

収入 7,153億円 支出 6,969億円黒字（実質収支）6億円

81億円（1.1%）の増加

収入と支出の差額184億円のうち
178億円は29年度に繰越し、
6億円の黒字となりました。

●国庫支出金や諸収入などが増加
●県税は景気の回復傾向により法
人関連の税収が増加した一方、地
方消費税収が減少したため、ほぼ
横ばい

78億円（1.1%）の増加
●保育事業や幼児教育事業など子
育て支援を拡充

●高齢者医療や介護など福祉事業
等への給付額の増加

昨年度と比べて

収 入

支 出

財政健全化へ
「まったなし」ばい

問合せ 県の財政課　☎095-895-2172 検索長崎県の財政

　平成28年3月に開設した
「日本橋 長崎館」では、本県
の歴史・文化、観光、食などの
魅力を発信しています。平成
28年度には37万人を超える
方にご来館いただきました。

　県民の皆さんが希望どおりの
結婚、妊娠・出産、子育てができ
る環境づくりを進めています。平
成28年の合計特殊出生率は1.71
で、全国第3位となりました。

　金融・保険業などオフィス系企
業の誘致を進め、雇用創出によ
る若者の県内定着を図るため、長
崎市出島町に「クレインハーバー
長崎ビル」を整備しています。

　観光の振興、企業立地の促進、
物流の効率化を支える規格の高
い道路や拠点となる港湾の整
備、自然災害に備えた防災・減災
対策を進めています。

　平成28年10月に開催し
た「ねんりんピック長崎
2016」では、県内外から
55万人を超える方が参加
され、地域や世代を超え
た交流が生まれました。

次代を担う『人財』豊かな長崎県

交流でにぎわう長崎県 地域のみんなが支えあう長崎県

力強い産業を創造する長崎県 安心快適な暮らし広がる長崎県

地域高規格道路  島原道路(雲仙市 愛野IC付近)

県単独事業の選択と集中 職員数の削減

平成27年度普通会計決算　県民1人あたり
（新幹線・県庁舎建設を除く）
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【県単独の普通建設事業】 【知事部局等の職員数の推移】

【県債残高の推移】

【財源調整のための基金残高の推移】 【県税収入の推移】

全国平均

長崎県

18,391

26,259

4,246

4,206 4,203

4,167
4,139

4,119

平成24年 25年 26年 27年 28年 29年
　全国的に道路整備等の事業費を抑える中、本
県では一定規模を維持しており、全国と比較し
て県単独の普通建設事業費※が高くなっている
ため、県単独事業の選択と集中を進めるととも
に、国の補助事業の確保に努めています。
※災害復旧を除く、道路、学校などの新設、改良のための事業費

　業務の効率化や外部化などに取り組み、過
去5年間で知事部局等の職員数を127人削減し
ました。引き続き、平成32年度末までにさらに
50人程度を見直します。

教育・警察

18%

16%

15%

12%

12%

27%

1,266億円

1,080億円

1,065億円

865億円 

818億円

1,875億円

平成24年 25年 26年 27年 28年

12,097 12,190 12,184 12,188 12,224

3,567

8,530 8,251 7,984 7,799 7,742

3,939 4,200 4,389 4,482

平成25年 28年27年26年28年27年26年平成14年

995 1,034
1,139 1,137

294 305 263
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教えて！長崎県の財政特集
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